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各 位 

No.1、ジャパン M&A ソリューションと提携し 

「No.1 ビジネスサポート」会員向け事業承継・M&A 支援を開始 

～専任コンサルタントが把握する経営課題を起点に、 

後継者不在の解決や買収による事業成長を適正価格で支援～ 

 

中小企業の DX および情報セキュリティ対策を支援する株式会社 No.1（本社：東京都千代田区、代

表取締役：辰巳崇之、東証スタンダード：3562、以下当社）は、中堅・中小企業の M&A 支援に強み

を持つジャパン M&A ソリューション株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：三橋透、

東証グロース：9236、以下：JMA 社）とビジネスパートナー契約を締結いたしました。 

 

本提携により、当社の伴走型 IT・経営支援サービス「No.1 ビジネスサポート」を利用する全国の中

小零細企業に対し、専任コンサルタントが日頃の伴走支援を通じて把握している経営実態（後継者問

題や人手不足など）に基づいた事業承継・M&A 支援を開始いたします。廃業を未然に防ぐ事業譲渡

だけでなく、人手不足解消や販路拡大を目的とした事業譲受（スモール M&A）の選択肢を提案し、

JMA 社との連携を通じて適切な M&A 実行へと橋渡しを行ってまいります。 

 

■業務提携の背景：相談先のない小規模企業と、専任コンサルタントの役割 

1. 経営者の高齢化と「相談相手不在」による廃業リスク 

中小企業庁の発表によると、日本の中小企業・小規模事業者における後継者不在率は依然として 50%

を超える高水準で推移しています。優れた技術や安定した顧客基盤を持ちながらも、「自社のような

数人規模の会社は誰も引き継いでくれない」「外部の専門機関には敷居が高くて相談できない」と悩

みを抱え込み、黒字のまま廃業を選択する経営者が少なくありません。 

 

2. 深刻化する人手不足と「時間を買う」スモール M&A の台頭 

一方で、採用難が深刻化する中小企業現場では、ゼロから人材を採用・育成する負担を避け、同業他

社の事業や拠点を引き継ぐことで、即戦力の人材と商圏を獲得する従業員 10 名以下の「スモール

M&A」が極めて有効な成長戦略として定着しつつあります。「会社を畳むしかない」という守りの局

面だけでなく、「他社を引き継いで事業を伸ばす」という攻めの局面においても、小規模 M&A の需

要は急速に拡大しています。 
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3. 「日頃から状況を熟知している専任コンサルタント」だからこそできる早期支援 

一般的な M&A 仲介会社は最低成功報酬が高額に設定されているケースが多く、小規模事業者にとっ

ては費用面でのハードルが存在します。また、見知らぬ仲介会社に事業承継の悩みを打ち明けること

自体に強い心理的抵抗感を持つ経営者も少なくありません。 

 

当社が提供する「No.1 ビジネスサポート」では、顧客企業一社一社に専任のコンサルタントが付き、

オフィス環境や IT ツールの運用支援等を通じて経営者と密接な信頼関係を築いています。日常的な

接点の中で、経営者の高齢化や後継者の有無、人手不足の深刻度といった「本音の経営課題」を事前

に把握できているからこそ、手遅れになる前の早い段階で M&A という選択肢を提案できます。 

 

「相談されたら断らない」「リーズナブルな手数料」を掲げ、着手金無料・適正な成功報酬体系で小

規模案件に伴走する JMA 社と連携することで、相談から実務まで安心して任せられる支援体制を確

立いたしました。 

 

【参照元】 

・中小企業庁「2026 年版 中小企業白書 概要」： 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2026/PDF/2026gaiyou.pdf 

・中小企業庁「財務・経営支援（事業承継・M&A 支援策）」： 

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/ 

 

■連携スキームと提供内容 

顧客の状況を熟知した当社の専任コンサルタントが経営課題に合わせた提案を行い、専門知識と広

範なネットワークを持つ JMA 社が「M&A 実務」を担うことで、小規模企業にとって無理のない支援

体制を実現します。  

 

1. 【守りの支援】着手金ゼロ・適正価格での友好的承継 

「うちの規模では相手にされない」と諦めていた会員企業に対し、専任コンサルタントが状況に応じ

た第三者承継の可能性を提示。着手金なし・明確な報酬体系で伴走できる JMA 社へ引き継ぎ、従業

員の雇用と経営者が培ってきた事業資産を守ります。 

 

2. 【攻めの支援】事業拡大・人手不足解消を狙う「買い手」サポート 

事業拡大や商圏拡大を目指す会員企業に対し、多額の初期投資を抑えて同業・近隣企業の事業や拠点

を譲り受ける「スモール M&A」を提案。即戦力人材の確保と売上基盤の強化を安全に支援します。 

 

■今後の展望 

当社は今後、「No.1 ビジネスサポート」専任コンサルタントによる経営課題ヒアリングの精度をさら

に高め、潜在的な事業承継ニーズや事業拡大ニーズの早期掘り起こしを推進してまいります。また、

IT インフラや情報セキュリティによる「日々の業務環境の守り」にとどまらず、企業の存続と成長に

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2026/PDF/2026gaiyou.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/


関わる根本的な経営課題に対しても最適な解決策へ橋渡しを行うことで、地域経済と中小企業の持

続的発展に貢献してまいります。 

 

【会社概要】 

 

会社名 株式会社Ｎｏ．１ 

証券コード 3562（東証スタンダード） 

本社所在地 東京都千代田区内幸町一丁目５番２号 内幸町平和ビル 19 階 

代表 代表取締役 社長執行役員 辰巳 崇之 

URL https://www.number-1.co.jp/ 

設立年月日 1989 年９月 27 日 

事業内容 
情報セキュリティ機器の企画開発・製造・販売及び保守事業 

情報通信機器・OA 関連商品の販売及び保守事業 

 

この記事に関するご質問やお問い合わせにつきましては、以下窓口へご連絡をお願いいたします。 

株式会社Ｎｏ．１  

経営管理本部 IR 部 

E-MAIL ：info-ir@number-1.co.jp 

以上 

会社名 ジャパン M&A ソリューション株式会社 

証券コード 9236（東証グロース） 

本社所在地 東京都千代田区麹町三丁目 3 番 8 号 

代表 代表取締役社長 三橋 透 

URL https://jpmas.jp/ 

設立年月日 2019 年 11 月 1 日 

事業内容 M&A アドバイザリー事業、M&A 仲介事業、コンサルティング事業 

https://www.number-1.co.jp/
https://jpmas.jp/

